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はじめに 

 

豊島区内には、私たちの先祖が様々な生活を送った跡である遺跡が、過去に実施された調査などで、現在まで

に１６か所あることがわかっています。 

 遺跡は、建造物、美術品、古文書等の文化財と同様、豊島区の過去の歩みを知る上で重要な手掛かりとなる貴

重な文化遺産です。文化財保護法ではこのような場所を「埋蔵文化財包蔵地」(周知の遺跡)と呼んで、大切に保

護・保存することにしています。 

 私たちの祖先が残してくれた遺跡を大切に保護・保存し、後世に引き継ぐことは、現代に生きる私たちに課せ

られた大切な使命と言えます。ところが、近年、都市化の進展に伴い包蔵地における開発行為が増加し、貴重な

遺跡が破壊・消滅の危機に直面するなど多くの問題が生じています。貴重な歴史的文化的環境を守りつつ、豊島

区が調和のとれた発展を遂げてゆくためには、区民の皆さん、土地所有者、開発事業者の方々の、埋蔵文化財保

護に係るご理解とご協力が不可欠です。 

 本小冊子の活用により、埋蔵文化財が国民の共有財産として大切にされるとともに、豊島区の新しいまちづく

りの一助になることを願ってやみません。 

 

令和７年３月 豊島区教育委員会 
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土木・建設工事等の計画立案／基本設計

周知の埋蔵文化財包蔵地か？

工事着工60日前までに発掘届（法93条）を提出

既存建物があるか？

基礎解体工事立会 試掘調査実施
(平均３～10日)

計画地の埋蔵文化財有無照会
(豊島区 管理・文化財グループへ)

着
工

※着工後埋蔵文

化財を発見した

場合、法96条届

が必要です。

現地調査終了

※文化財保護法第93条による届出は、工事着工の60日前迄に区を経由し東京都教育委員会に提出。

遺構・遺物があるか？（区が判断）

調査協定書・契約書締結

－－NO－－－→

－－－－－－－→

着

工

根
切
り
工
事
立
会

発掘調査実施

整理作業・報告書刊行

文化財登録・発掘資料の保存・公開

豊島区 管理・文化財グループと協議
○計画中止　○設計変更(基礎深度等)　○土盛り

などで埋蔵文化財を保存できるか?

　豊島区 管理・文化財グループと発掘調査実施の協議
※調査費用負担 ・調査期間 ・調査体制 ・調査時期等
について協議

Ⅳ 埋蔵文化財保護のために 

－周知の埋蔵文化財包蔵地での土木・建築工事等を計画されている方へ－ 

           

１.周知の埋蔵文化財包蔵地にかかる土木・建築工事等を計画される場合   

 周知の埋蔵文化財包蔵地、及びその周辺で土木・建築工事等を計画される場合には次の図のような手続きが必

要です。 

 (1)区教育委員会への事前の相談・照会 

 土木・建築工事等を計画されている方は、計画予定地が周知の埋蔵文化財包蔵地にかかるかどうか、出来るだ

け早い時期に、豊島区 文化事業課管理・文化財グループで確認してください。遺跡の有無、概要、範囲、発掘

調査等についてお知らせします。       

  

〔埋蔵文化財発掘調査にかかる基本流れ図〕 

※ 学術目的の発掘調査(法92条)、公共団体による発掘調査(法94条)、周知の包蔵地外での土木工事等で埋蔵

文化財の発見による届(法96条)については、豊島区 管理・文化財グループにお問い合わせください。 

  



(2)埋蔵文化財発掘届の提出        

計画予定地が、周知の埋蔵文化財包蔵地にかかる場合、土木・建築工事等を避けていただくことが望ましいの

ですが、やむをえず工事を行なう場合は、原則として工事着工の６０日前までに、文化財保護法第９３条に基づ

く埋蔵文化財発掘届を東京都教育委員会へ提出することが義務づけられています。 

 発掘届は豊島区文化事業課管理・文化財グループに提出していただき、区を経由して東京都教育委員会に送付

いたします。 

・提出部数 正･副各１部(１９～２４頁)   ※副本の返却はいたしません 

・添付資料等(各２部) 現地案内図、配置図、平面図、立面図、基礎断面図(根切断面図)  

※地盤改良を行う場合は、地盤改良の図面 

※届出は、建物１棟につき１件必要です（例えば、分譲住宅等で同じ敷地に複数棟建てる場合でも、それぞれの

棟の分の届が必要です）。 

 

 (3)東京都教育委員会からの回答・区との事前協議     

 発掘届に対し、東京都教育委員会から保護上必要な指示があり、遺跡の取扱いについて区と協議をすることに

なります。保存上の指示はおおむね次のとおりです。 

・開発中止(現状保存)         

・開発計画の一部変更         

・事前の発掘調査(①試掘調査、②本格的発掘調査、③立会い調査)     

 なお、東京都教育委員会からの回答は文書によるもので、事務手続き上遅くなります。そのため届出後すぐに

区との協議を開始します。        

※事業者が国の機関等の場合         

事業者が、国・地方公共団体・国または地方公共団体の設立に係わる法人で政令で定められたものである場合

は、民間とは別の規定が定められています。(文化財保護法第９４条) 

 この場合、あらかじめ東京都教育委員会教育長に埋蔵文化財発掘通知書(１９・２０頁)を提出し、事業計画の

策定およびその実施について協議しなければなりませんが、実際の取扱いは民間に準じます。 

 

(4)事前の発掘調査         

①立会い調査(基礎抜き工事立会い) 

既存施設の解体工事の基礎抜き作業時に区が立会い、当該地における遺跡の有無の確認を行ない、発見された

場合には遺構・遺物の包含されている層の深さや埋蔵密度を判断するための情報を収集します。このため、区と

ともに事業者にも立ち会っていただくことがあります(代理人でも可)。この段階での判断が、開発事業計画に密

接に関わる場合がありますので、できる限り事前に工事日時をお知らせください。 

 基礎抜き工事の立会い調査において、埋蔵文化財が破壊される危険性の高いことが判明した場合、試掘調査な

いしは本格的調査を実施していただくことになります。 

②立会い調査(根切り工事立会い)        

①に記した立会い調査で遺跡が確認されなかった場合や、根切り工事深度を変更して埋蔵文化財を痛めない

工夫をしていただいた場合(木造建築や軽量鉄骨造建築などの基礎深度が浅い場合の対応策)に、根切り工事に

立ち会って埋蔵文化財保護についての適正な対応が取られているかどうかを最終確認いたします。 

 また、①の立会い調査で遺跡が確認できなかった場合でも、この段階で発見されることがあります。このため、

区とともに事業者にも立ち会っていただくことがあります。調査には区が掘削工事に立会いますので、事前に工

事日時をお知らせください。 

 根切り工事の立会い調査において、埋蔵文化財が破壊される危険性の高いことが判明した場合、基礎抜き工事

の時の掘削地点以外の場所で埋蔵文化財が確認された場合には、試掘調査ないしは本格的調査を実施していた

だくことがあります。 

 



③試掘調査 

土木・建築工事等の計画予定地の埋蔵文化財の状況・規模を判断するために行なうものです。通常、関東ロー

ム層(赤土)の上面までの試掘坑を開発予定の面積に応じて数か所掘削します(通常対象面積の10%から20%)。こ

の際、区とともに事業者も立ち会っていただきます。 

 試掘の結果、埋蔵文化財の存在が確認された場合には、本格的発掘調査が必要です。すでに地下が掘削され、

埋蔵文化財が消失している場合、埋蔵文化財が確認されない場合、設計変更等で埋蔵文化財が破壊されないよう

にする場合は本格的発掘調査を行なう必要はありませんが、根切り工事実施の際に立会い調査を行なうことが

あります。 

④本格的発掘調査         

試掘の結果、埋蔵文化財の遺存が確認された場合は、工事に先立つ本格的発掘調査を実施することになります。

埋蔵文化財は、一度破壊されてしまえば二度と復元できません。土木・建築工事等によって、やむをえず埋蔵文

化財を破壊しなければならないときは、文化財保護法上の義務として、写真・図面等により正確な記録を作成し、

記録保存をしなければなりません。そのため、工事を行なう方には次のようなご協力をお願いしています。 

a)調査期間の保障 

発掘調査は、ごく一部を除き、全過程のほとんどが人手によります。またその作業は、たいへん精密なもので

あり、適切な時期と充分な期間を必要とします。工事等の計画面積、埋蔵文化財の密度によって調査期間は異な

りますが、区との協議のうえで、この期間を工事前に保障していただきます。 

b)調査経費の負担        

事前の発掘調査にかかる経費は、原則として事業者の方に負担していただきます。〔原因者負担制：文化財保

護法第９９条２項および「埋蔵文化財の保護と発掘調査の円滑化等について（平成10年 文化庁次長通知）七の

（一）」より〕 ただし、事業者が個人で、本人の自宅を建てるときは、区が負担する場合がございます。詳細

は区文化事業課管理・文化財グループまでご相談ください。 

 

２．工事中等に埋蔵文化財を発見した場合      

 周知の埋蔵文化財包蔵地の範囲以外で、工事中・崖崩れ等により偶然に埋蔵文化財を発見した場合、次の手続

きが必要です。 

(1)埋蔵文化財発見届の提出 

 文化財保護法第96条では、その土地の所有者または占有者は、その現状を変更することなく、遅滞なく、区

（教育委員会）を経由して東京都教育委員会に発見届の提出が義務づけられています。(様式省略)  

(2)必要な発掘 

(1)の提出により、必要と判断された場合には、周知の埋蔵文化財包蔵地の場合と同様、発掘調査を実施する

ことになります。 

 また、東京都教育委員会は、(1)の届出の有無にかかわらず、遺跡が発見され、必要性を確かめたときは、工

事の中止・停止等の命令を出すことができます。なお、発見された遺跡は、周知の埋蔵文化財包蔵地として、都・

区教育委員会備えつけの遺跡分布地図に書き加えられます。 

 

３．発掘調査後の処理         

(1)遺跡の取り扱いについて        

 発掘調査終了後は工事着工となります。ただし、調査主体者の所見を尊重しつつ、行政的・学術的判断に基づ

いて、 

 ①国等で「史跡」に指定し、遺跡の全部・または一部を買収し、保存する。 

 ②事業者の協力を得て、事業計画を変更し遺跡の一部を保存する。 

のような処置がとられることもあります。 



 

 (2)出土した遺物の帰属         

 発掘調査等で出土した遺物は、遺失物法の適用を受けます。警察署では遺物を公告し、６か月間で所有者が判

明しない場合、所有権は東京都に帰します。都が保有する必要がない場合は、発見者・調査主体者・地方公共団

体・土地所有者に対して、譲与等ができることになっています。なお、豊島区が調査を実施した場合は、届出時

に承諾書をご提出いただくことにより、出土遺物は区の所有に帰することになります。また、出土遺物が文化財

に認定されると、東京都教育委員会から土地所有者に通知が送付されます。 

 

(3)報告書の刊行と活用         

発掘終了後、調査主体者は遺物・図面・写真等の整理を行ない、さらに整理・報告書編集を行ない学術的な報

告書を刊行します。 

 報告書は、地方公共団体・学校・図書館・研究機関等に配付し、歴史学習や文化財保護に活用されます。 

 保管されている遺物等は、機会を設けて展示・公開します。 

区民講座などで出土遺物を活用 

巣鴨遺跡から出土した江戸時代の植木鉢 
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        （No．        ） 

     年     月     日 

         

 

豊島区 教育委員会教育長 様      

   

     〒   －    

     住 所    

 

 

     氏名等                     ㊞ 

 

 

     電 話    

 

 

 

埋蔵文化財発掘の（届出・通知）の提出について（依頼） 

 

 

このことについて、文化財保護法（第93条第1項・第94条第1項）の規定に基づく 

発掘の（届出・通知）を提出しますので、下記のとおり送付方お願いします。 

 

 

記 

 
 

１．送付先         

         

     東京都教育委員会教育長      

  

         

２．提出書類         

         

     埋蔵文化財発掘の（届出・通知）     

  

    〔添付資料（Ａ３判）：現地案内図、配置図、平面図、立面図、基礎断面図〕 

       ※地盤改良を行う場合は、地盤改良の図面 

※届出は、建物１棟につき１件必要です（例えば、分譲住宅等で同じ敷地に 

複数棟建てる場合でも、それぞれの棟の分の届が必要です）。 

 

３．提出部数         

     正副 各１部        
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          第       号 

          年    月    日 

         

東京都 教育委員会教育長  様       

  

         

     〒   －    

     住 所    

 

         

     氏名等              ㊞ 

                      

                                                         

                

埋蔵文化財発掘の〔届出・通知〕について 

 

 周知の埋蔵文化財包蔵地において土木工事等のための発掘を実施したいので、文化財保護法（昭和

25年法律第214号）〔第93条第１項・第94条第１項〕、同第184条第１項及び文化財保護法施行令

（昭和50年政令第267号）第5条〔第1項・第2項〕の規定により、下記の事項について、関係書

類を添付し、別記のとおり〔届出・通知〕します。 

 

記 

 
１． 土木工事等をしようとする土地の所在及び地番     

２． 土木工事等をしようとする土地の面積      

３． 土木工事等をしようとする土地の所有者の氏名又は名称及び住所   

４． 土木工事等をしようとする土地に係る遺跡の種類、員数及び名称並びに現状  

５． 当該土木工事等の目的、計画及び方法の概要      

６． 当該土木工事等の主体となる者（当該土木工事等が請負契約等によりなされるときは、契約

の両当事者）の氏名及び住所（法人その他の団体の場合は、その名称および代表者の氏名並

びに事務所の所在地） 

７． 当該土木工事等の施行担当責任者の氏名及び住所     

８． 当該土木工事等の着手の予定時期       

９． 当該土木工事等の終了の予定時期       

10． その他参考となるべき事項        

 

 

【添付書類】         

 土木工事等をしようとする土地及びその付近の地図並びに当該土木工事等の概要を示す書類及び

図面 
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1 所 在 地 　豊島区 丁目 番 号（住居表示）

2 面 積 ㎡

住　所：

氏名等：

遺跡の名称 員数

遺跡の現状

遺跡の時代

住　所：

氏名等：

住　所：

氏名等：

8 着手予定時期

10 参 考 事 項

〔注意事項〕 ①太線内は届出者が記入。　②指導事項欄は都教育委員会で記入。　　　　　　　
　　　③遺跡の種類・現状・時代及び工事の目的欄は、該当項目を○で囲み、該
当項目のない場合は（　　　）内に記入。

年　　　月　　　日 9 終 了 予 定 時 期 年　　　月　　　日

指 導 事 項 発掘調査　立会調査　慎重工事　試掘・確認調査　その他（　　　　　　　）

6 工事主体者

7 施工責任者

旧石器　縄文　弥生　古墳　奈良　平安　中世　近世　その他（　　　　　）

5 工事の目的

道路　鉄道　空港　河川　港湾　ダム　学校建設　集合住宅　個人住宅

分譲住宅　工場　店舗　個人住宅兼工場又は店舗　その他建物（　　　　　　）

宅地造成　土地区画整理　公園造成　ゴルフ場　観光開発

ガス・水道・電気等　 農業基盤整備事業（農道等含む）

その他農業関連事業　土砂採取　その他開発（　　　　　　　　　　　　　）

宅地　水田　畑地　山林　道路　荒蕪地　原野　その他（　　　　　　　　）

別　　　　　　記
法第９３条第１項・法第９４条第１項

　　　　　　　　　　　　　　　　（○で囲むこと）

3 土地所有者

4 遺跡の種類

散布地（包蔵地）　集落跡　貝塚　都城跡　官衙跡　城館跡　社寺跡　古墳

横穴墓　その他の墓　生産遺跡　屋敷　その他の遺跡（　　　　　　　　　）

（遺跡番号　　　）
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別紙１        

       第                号 

           年     月     日 

東京都 教育委員会教育長 様 

 

     〒   －    

     住 所    

 

 

     氏名等                     ㊞ 

 

 

     電 話    

 

 

 

 

 

承     諾     書 

 

 

 

私が所有する下記所在地における事業については、表記届出者が行う事業の 

実施及び文化財保護法に基づく届出を承知しております。 

 

 

 

 

 

記 

 
 
 
 
 

番地 
豊島区                        丁目         番          号   所在遺跡 
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別紙２        

       第                号 

          年      月     日 

豊島区 教育委員会教育長 様 

 

     〒   －    

     住 所    

 

 

     氏名等                     ㊞ 

 

 

     電 話    

 

 

 

 

 

承     諾     書 

 

 

 

 私が所有する下記所在地における埋蔵文化財発掘調査事業について、承諾します。 

なお、当該発掘調査による出土品については、文化財保護法の趣旨に鑑み、貴職に 

処置を委ね、権利を放棄します。 

 

 

 

 

記 

 

 

 

 

 

 
番地 

豊島区                        丁目         番          号   所在遺跡 
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委 任 状 

 

           年       月       日 

豊島区 教育委員会教育長 様   

      

 

〒   －    

     住 所  

 

 

     氏名等                   ㊞ 

           （昼間の連絡先）                

        

 

 

 

私は下記の者を代理人と定め、文化財保護法に基づく埋蔵文化財発掘調査に 

関する委任項目のうち、次の○印の項目について、権限を委任いたします。 

 

 

（何れか一つに○）  

 

 

１．全権 

２．発掘届の届出及び協議の日程調整について 

３．その他（                         ） 

 

 

記 

 
 
        〒    －    

   代理人住所       

 

   氏   名       

 

   （昼間の連絡先）        

   （緊急の連絡先）        

             （メールアドレス）                 
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     + 

 
 

埋蔵文化財保護の手引き 

－ 改 訂 版 － 

平成14年4月 発行 

平成18年4月 改訂 

平成22年3月 改訂 

平成25年11月 改訂 

平成28年3月 改訂 

令和2年3月 改訂 

令和7年3月 改訂 

 

編集・発行 豊島区文化スポーツ部 

文化事業課 管理・文化財グループ 

 

豊島区南池袋二丁目４５番１号 

 

電話：03-3981-1190 


